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議案第 ３６号参考資料

川口市行政組織条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市行政組織条例（平成１０年条例第１１号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（事務分掌） （事務分掌）

第２条 前条に規定する部及び室の事務分掌は、次のとおりとする。 第２条 前条に規定する部及び室の事務分掌は、次のとおりとする。

市長室 市長室

（略） （略）

～ ～

総務部 総務部

危機管理部 危機管理部

(1) 危機管理の統括に関すること。

(2) ・(3) （略） (1) ・(2) （略）

理財部 理財部

（略） （略）

～ ～

都市整備部 都市整備部
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議案第 ３７号参考資料

川口市職員定数条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市職員定数条例（昭和４５年条例第６号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（職員の定数） （職員の定数）

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 第２条 職員の定数は、次のとおりとする。

(1) 市長の事務部局の職員 ２，５４３人 (1) 市長の事務部局の職員 ２，５１０人

(2) 議会の事務部局の職員 ２４人 (2) 議会の事務部局の職員 ２３人

(3) 教育委員会の事務部局の職員及び学校その他の教育機関の職員 ５７３人 (3) 教育委員会の事務部局の職員及び学校その他の教育機関の職員 ５５５人

(4)～ (7) （略） (4)～ (7) （略）

(8) 消防職員 ５８７人 (8) 消防職員 ５８０人

(9) 公営企業の事務部局の職員 (9) 公営企業の事務部局の職員

ア （略） ア （略）

イ 病院事業 ８８４人 イ 病院事業 ８８０人

２・３ （略） ２・３ （略）
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議案第 ３８号参考資料

川口市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１４年条例第１７号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（職員の派遣） （職員の派遣）

第２条 任命権者は、法第２条第１項各号に規定する団体のうち、次に掲げるもの 第２条 任命権者は、法第２条第１項各号に規定する団体のうち、次に掲げるもの

との間の取決めに基づき、当該団体の業務にその役職員として専ら従事させるた との間の取決めに基づき、当該団体の業務にその役職員として専ら従事させるた

め、職員（次項に定める職員を除く。）を派遣することができる。 め、職員（次項に定める職員を除く。）を派遣することができる。

(1) ～(7) （略） (1) ～(7) （略）

(8) 公益財団法人全国市町村研修財団

(9) ～(12) （略） (8) ～(11) （略）

２・３ （略） ２・３ （略）
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議案第 ３９号参考資料

川口市保健衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市保健衛生関係事務手数料条例（平成２９年条例第５５号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に 第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に

基づく食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）、理容師法（昭和２２年法律第 基づく食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）、理容師法（昭和２２年法律第

２３４号）、温泉法（昭和２３年法律第１２５号）、興行場法（昭和２３年法律 ２３４号）、温泉法（昭和２３年法律第１２５号）、興行場法（昭和２３年法律

第１３７号）、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）、公衆浴場法（昭和２３ 第１３７号）、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）、公衆浴場法（昭和２３

年法律第１３９号）、化製場等に関する法律（昭和２３年法律第１４０号）、医 年法律第１３９号）、化製場等に関する法律（昭和２３年法律第１４０号）、医

療法（昭和２３年法律第２０５号）、死体解剖保存法（昭和２４年法律第２０４ 療法（昭和２３年法律第２０５号）、死体解剖保存法（昭和２４年法律第２０４

号）、クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）、狂犬病予防法（昭和２ 号）、クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）、狂犬病予防法（昭和２

５年法律第２４７号）、毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）、と ５年法律第２４７号）、毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）、と

畜場法（昭和２８年法律第１１４号）、美容師法（昭和３２年法律第１６３号）、 畜場法（昭和２８年法律第１１４号）、美容師法（昭和３２年法律第１６３号）、

臨床検査技師等に関する法律（昭和３３年法律第７６号）、医薬品、医療機器等 臨床検査技師等に関する法律（昭和３３年法律第７６号）、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）、 の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）、

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）、動 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）、動

物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号）、食鳥処理の事業 物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号）、食鳥処理の事業

の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号）、農林水産物及び食 の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号）

品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第５７号）、食品衛生に関する条例 、食品衛生に関する条例

（昭和２５年埼玉県条例第３２号）、埼玉県動物の愛護及び管理に関する条例（ （昭和２５年埼玉県条例第３２号）、埼玉県動物の愛護及び管理に関する条例（

平成１０年埼玉県条例第１９号）及び埼玉県ふぐの取扱い等に関する条例（平成 平成１０年埼玉県条例第１９号）及び埼玉県ふぐの取扱い等に関する条例（平成

１４年埼玉県条例第７８号）に規定する事務に係る手数料等の徴収に関し、必要 １４年埼玉県条例第７８号）に規定する事務に係る手数料等の徴収に関し、必要

な事項を定めるものとする。 な事項を定めるものとする。

（食品衛生法に関する事務の手数料の額等） （食品衛生法に関する事務の手数料の額等）

第２条 食品衛生法第５５条第１項及び食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２ 第２条 食品衛生法第５２条第１項及び食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２

９号）第３５条の規定に基づき市長に許可の申請をしようとする者は、次に定め ９号）第３５条の規定に基づき市長に許可の申請をしようとする者は、次に定め
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るところにより市に手数料を納付しなければならない。 るところにより市に手数料を納付しなければならない。

(1) 飲食店営業許可申請手数料 (1) 飲食店営業許可申請手数料

ア 新規の場合 １件につき １７，６００円 ア 新規の場合 １件につき １６，０００円

イ 継続の場合 同 １４，０００円 イ 更新の場合 同 １２，０００円

(2) 調理の機能を有する自動販売機により食品を調理し、調理された食品を販売 (2) 喫茶店営業許可申請手数料

する営業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ９，８００円

ア 新規の場合 同 ６，８００円 イ 更新の場合 同 ７，３００円

イ 継続の場合 同 ５，４００円 (3) 菓子製造業許可申請手数料

(3) 食肉販売業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １４，０００円

ア 新規の場合 同 １０，７００円 イ 更新の場合 同 １０，５００円

イ 継続の場合 同 ８，５００円 (4) あん類製造業許可申請手数料

(4) 魚介類販売業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １４，０００円

ア 新規の場合 同 １０，７００円 イ 更新の場合 同 １０，５００円

イ 継続の場合 同 ８，５００円 (5) アイスクリーム類製造業許可申請手数料

(5) 魚介類競り売り営業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １４，０００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １０，５００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (6) 乳処理業許可申請手数料

(6) 集乳業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 １０，７００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 ８，５００円 (7) 特別牛乳搾取処理業許可申請手数料

(7) 乳処理業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (8) 乳製品製造業許可申請手数料

(8) 特別牛乳搾取処理業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (9) 集乳業許可申請手数料

(9) 食肉処理業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ９，８００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 ７，３００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (10) 乳類販売業許可申請手数料

(10) 食品の放射線照射業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ９，８００円
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ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 ７，３００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (11) 食肉処理業許可申請手数料

(11) 菓子製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 １５，４００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １２，３００円 (12) 食肉販売業許可申請手数料

(12) アイスクリーム類製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ９，８００円

ア 新規の場合 同 １５，４００円 イ 更新の場合 同 ７，３００円

イ 継続の場合 同 １２，３００円 (13) 食肉製品製造業許可申請手数料

(13) 乳製品製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (14) 魚介類販売業許可申請手数料

(14) 清涼飲料水製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ９，８００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 ７，３００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (15) 魚介類競り売り営業許可申請手数料

(15) 食肉製品製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (16) 魚肉練り製品製造業許可申請手数料

(16) 水産製品製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １６，０００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １２，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (17) 食品の冷凍又は冷蔵業許可申請手数料

(17) 氷雪製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (18) 食品の放射線照射業許可申請手数料

(18) 液卵製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 １５，４００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １２，３００円 (19) 清涼飲料水製造業許可申請手数料

(19) 食用油脂製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (20) 乳酸菌飲料製造業許可申請手数料

(20) みそ又はしょうゆ製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １４，０００円

-6-



ア 新規の場合 同 １７，６００円 イ 更新の場合 同 １０，５００円

イ 継続の場合 同 １４，０００円 (21) 氷雪製造業許可申請手数料

(21) 酒類製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 １７，６００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １４，０００円 (22) 氷雪販売業許可申請手数料

(22) 豆腐製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １４，０００円

ア 新規の場合 同 １５，４００円 イ 更新の場合 同 １０，５００円

イ 継続の場合 同 １２，３００円 (23) 食用油脂製造業許可申請手数料

(23) 納豆製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 １５，４００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １２，３００円 (24) マーガリン又はショートニング製造業許可申請手数料

(24) 麺類製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 １５，４００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １２，３００円 (25) みそ製造業許可申請手数料

(25) そうざい製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １６，０００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １２，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (26) しょう油製造業許可申請手数料

(26) 複合型そうざい製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １６，０００円

ア 新規の場合 同 ３５，０００円 イ 更新の場合 同 １２，０００円

イ 継続の場合 同 ２８，０００円 (27) ソース類製造業許可申請手数料

(27) 冷凍食品製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １６，０００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １２，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (28) 酒類製造業許可申請手数料

(28) 複合型冷凍食品製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １６，０００円

ア 新規の場合 同 ３５，０００円 イ 更新の場合 同 １２，０００円

イ 継続の場合 同 ２８，０００円 (29) 豆腐製造業許可申請手数料

(29) 漬物製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １４，０００円

ア 新規の場合 同 １５，４００円 イ 更新の場合 同 １０，５００円

イ 継続の場合 同 １２，３００円 (30) 納豆製造業許可申請手数料

(30) 密封包装食品製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １４，０００円
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ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １０，５００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (31) 麺類製造業許可申請手数料

(31) 食品の小分け業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 １４，０００円

ア 新規の場合 同 １５，４００円 イ 更新の場合 同 １０，５００円

イ 継続の場合 同 １２，３００円 (32) 総菜製造業許可申請手数料

(32) 添加物製造業許可申請手数料 ア 新規の場合 同 ２２，４００円

ア 新規の場合 同 ２４，５００円 イ 更新の場合 同 １７，０００円

イ 継続の場合 同 １９，６００円 (33) 缶詰又は瓶詰食品製造業許可申請手数料

ア 新規の場合 同 ２２，４００円

イ 更新の場合 同 １７，０００円

(34) 添加物製造業許可申請手数料

ア 新規の場合 同 ２２，４００円

イ 更新の場合 同 １７，０００円

（狂犬病予防法に関する事務の手数料の額等） （狂犬病予防法に関する事務の手数料の額等）

第１２条 狂犬病予防法（以下この条において「法」という。）及び狂犬病予防法 第１２条 狂犬病予防法（以下この条のおいて「法」という。）及び狂犬病予防法

施行令（昭和２８年政令第２３６号。以下この条において「令」という。）に基 施行令（昭和２８年政令第２３６号。以下この条において「令」という。）に基

づき市長に登録等の申請をしようとする者又は注射済票の交付を受けようとする づき市長に登録等の申請をしようとする者又は注射済票の交付を受けようとする

者は、次に定めるところにより市に手数料を納付しなければならない。 者は、次に定めるところにより市に手数料を納付しなければならない。

(1) ～(4) （略） (1) ～(4) （略）

（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に関する （医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に関する

事務の手数料の額等） 事務の手数料の額等）

第１７条 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（ 第１７条 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（

以下この条において「法」という。）及び医薬品、医療機器等の品質、有効性及 以下この条において「法」という。）及び医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律施行令（昭和３６年政令第１１号。以下この条に び安全性の確保等に関する法律施行令（昭和３６年政令第１１号。以下この条に

おいて「令」という。）に基づき市長に許可等の申請をしようとする者は、次に おいて「令」という。）に基づき市長に許可等の申請をしようとする者は、次に

定めるところにより市に手数料を納付しなければならない。 定めるところにより市に手数料を納付しなければならない。

(1) ～(3) （略） (1) ～(3) （略）

(4) 法第１２条第４項の規定に基づく薬局製造販売医薬品の製造販売業許可更新 (4) 法第１２条第２項の規定に基づく薬局製造販売医薬品の製造販売業許可更新
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申請手数料 同 ４，０００円 申請手数料 同 ４，０００円

(5) （略） (5) （略）

(6) 法第１３条第４項の規定に基づく薬局製造販売医薬品の製造業許可更新申請 (6) 法第１３条第３項の規定に基づく薬局製造販売医薬品の製造業許可更新申請

手数料 同 ６，９００円 手数料 同 ６，９００円

(7) （略） (7) （略）

(8) 法第１４条第１５項の規定に基づく薬局製造販売医薬品の製造販売承認事項 (8) 法第１４条第１３項の規定に基づく薬局製造販売医薬品の製造販売承認事項

一部変更承認申請手数料 同 １３０円 一部変更承認申請手数料 同 １３０円

(9) ～(11) （略） (9) ～(11) （略）

(12) 法第３９条第６項の規定に基づく高度管理医療機器等の販売業又は貸与業 (12) 法第３９条第４項の規定に基づく高度管理医療機器等の販売業又は貸与業

許可更新申請手数料 同 １４，１００円 許可更新申請手数料 同 １４，１００円

(13) （略） (13) （略）

(14) 法第４０条の５第６項の規定に基づく再生医療等製品販売業許可更新申請 (14) 法第４０条の５第４項の規定に基づく再生医療等製品販売業許可更新申請

手数料 同 １４，１００円 手数料 同 １４，１００円

(15) 令第２条の３第１項の規定に基づく薬局開設許可証の書換え交付申請手数 (15) 令第１条の５第１項の規定に基づく薬局開設許可証の書換え交付申請手数

料 同 ２，６００円 料 同 ２，６００円

(16) 令第２条の４第１項の規定に基づく薬局開設許可証の再交付申請手数料 (16) 令第１条の６第１項の規定に基づく薬局開設許可証の再交付申請手数料

同 ３，７００円 同 ３，７００円

(17)～(22) （略） (17)～(22) （略）

（農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律に関する事務の手数料の額等）

第２１条 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（以下この条において「

法」という。）に基づき市長に発行等の申請をしようとする者は、次に定めると

ころにより市に手数料を納付しなければならない。

(1) 法第１５条第２項の規定に基づく輸出証明書（衛生証明書に限る。）の発行

手数料 １件につき ８７０円

(2) 法第１７条第２項の規定に基づく適合施設認定申請手数料

ア 市長が実地に調査を行う場合 同 ２０，９００円

イ ア以外の場合 同 １０，４００円

第２２条～第２４条 （略） 第２１条～第２３条 （略）

（手数料等の徴収時期） （手数料等の徴収時期）

-9-



第２５条 第２条から第２３条までに規定する手数料及び前条に規定する費用（以 第２４条 第２条から第２２条までに規定する手数料及び前条に規定する費用（以

下「手数料等」という。）は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める 下「手数料等」という。）は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

ときに徴収する。 ときに徴収する。

(1) 第２条、第４条から第１０条まで、第１２条（第２号を除く。）、第１３条、 (1) 第２条、第４条から第１０条まで、第１２条（第２号を除く。）、第１３条、

第１４条及び第１６条から第２３条までに規定する手数料 申請又は申請に対 第１４条及び第１６条から第２２条までに規定する手数料 申請又は申請に対

する処分に係る書類の交付のとき。 する処分に係る書類の交付のとき。

(2) ～(4) （略） (2) ～(4) （略）

第２６条～第２８条 （略） 第２５条～第２７条 （略）

附 則 附 則

１・２ （略） １・２ （略）

（食品衛生法に関する事務手数料の額等の特例）

３ 第２条各号の規定にかかわらず、食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の

施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令（令和元年政令第１２３号。

以下この項及び次項において「整備令」という。）附則第２条の規定によりなお

従前の例により同条に規定する営業を行う者が、同条の規定によりなお従前の例

により営業を行うことができることとされる期間の満了の日までの間に、当該営

業について、食品衛生法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第４６号）第

２条の規定による改正後の食品衛生法（次項において「新法」という。）第５５

条第１項の規定に基づき許可の申請をしようとする場合（当該営業が整備令によ

る改正後の食品衛生法施行令（次項において「新令」という。）第３５条各号に

規定する営業に相当すると市長が認める場合に限る。）の手数料の額は、第２条

各号に規定する継続の場合における手数料の額とする。

４ 第２条第１６号、第２９号及び第３１号の規定にかかわらず、令和３年６月１

日前に食品衛生に関する条例（以下この項において「条例」という。）第２条第

１項の規定に基づき次の表の左欄に掲げる営業の許可を受けていた者であって、

整備令第９条の規定により当該営業を行うものが、同表の中欄に掲げる営業につ

いて新法第５５条第１項の規定に基づき許可の申請をしようとする場合の手数料

の額は、令和６年５月３１日までの間は、同表の右欄に定める額とする。

条例第２条第１項 新令第３５条第２９号に掲げる営業 １２，３００円
第３号に掲げる営
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業 新令第３５条第３１号に掲げる営業 １２，３００円
（同条第２９号に該当する営業にお
いて製造された食品に係るものに限
る。）

条例第２条第１項 新令第３５条第１６号に掲げる営業 １９，６００円
第４号に掲げる営 （条例第２条第１項第４号に掲げる
業 営業に相当すると市長が認めるもの

に限る。）

新令第３５条第３１号に掲げる営業 １２，３００円
（同条第１６号に該当する営業（条
例第２条第１項第４号に掲げる営業
に相当すると市長が認めるものに限
る。）において製造された食品に係
るものに限る。）
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議案第 ４０号参考資料

川口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第７１号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 ころによる。

(1) ～(30) （略） (1) ～(30) （略）

(31) 特定地域型保育事業 法第４３条第２項に規定する特定地域型保育事業を (31) 特定地域型保育事業 法第４３条第３項に規定する特定地域型保育事業を

いう。 いう。

(32) （略） (32) （略）
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議案第 ４１号参考資料

川口市食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準等を定める条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準等を定める条例（平成２９年条例第７７号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

川口市食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準を定める条例 川口市食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準等を定める条例

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」という。 第１条 この条例は、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」という。

）及び食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２９号。以下「令」という。）第 ）及び食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２９号。以下「令」という。）第

８条第１項の規定に基づき、食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準 を ８条第１項の規定に基づき、食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準等を

定めるものとする。 定めるものとする。

（食品等の製造等の営業に係る届出等）

第４条 食品若しくは添加物を製造し、若しくは加工する業（令第３５条各号に掲

げる営業及び食品衛生に関する条例（昭和２５年埼玉県条例第３２号）第２条第

１項各号に掲げる営業（以下これらを「許可営業」という。）を除く。）又は器

具若しくは容器包装を製造する業を営もうとする者は、営業の施設ごとに、営業

の種類、営業の施設の所在地その他規則で定める事項を市長に届け出なければな

らない。

２ 前項の規定による届出をした者は、規則で定める事項に変更があったとき又は

当該営業を廃止したときは、速やかに、その旨を市長に届け出なければならない。

（廃業の届出）

第５条 法第５２条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る営業を廃止したと

きは、速やかに、その旨を市長に届け出なければならない。

（営業以外の食品の供与に係る届出等）

第６条 営業以外の場合で寄宿舎、学校、病院等の施設において継続的に不特定又

は多数の者に食品を供与しようとする者は、食品を供与する施設（以下「給食施

設」という。）の所在地その他規則で定める事項を市長に届け出なければならな
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い。

２ 前項の規定による届出をした者は、規則で定める事項に変更があったとき又は

当該届出に係る給食施設を廃止したときは、速やかに、その旨を市長に届け出な

ければならない。

（食品衛生責任者の届出）

第７条 次に掲げる者は、食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号）別

表第１７第１号に規定する食品衛生責任者を新たに定めたとき又は変更したとき

は、速やかに、当該食品衛生責任者の氏名その他規則で定める事項を市長に届け

出なければならない。

(1) 許可営業を営む者

(2) 第４条第１項の規定による届出をした者

(3) 前条第１項の規定による届出をした者

（委任）

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
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議案第 ４２号参考資料

川口市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市国民健康保険税条例（昭和２９年条例第２５号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（課税額） （課税額）

第２条 （略） 第２条 （略）

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項に規定する国民健康保険の被 ２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項に規定する国民健康保険の被

保険者とみなされる世帯主（以下「２項世帯主」という。）を除く。）及びその 保険者とみなされる世帯主（以下「２項世帯主」という。）を除く。）及びその

世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等 世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等

割額の合算額とする。ただし、当該合算額が６３０，０００円を超える場合にお 割額の合算額とする。ただし、当該合算額が６１０，０００円を超える場合にお

いては、基礎課税額は、６３０，０００円とする。 いては、基礎課税額は、６１０，０００円とする。

３ （略） ３ （略）

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世帯主（ ４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世帯主（

２項世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算定 ２項世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算定

した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１７ した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１６

０，０００円を超える場合においては、介護納付金課税額は、１７０，０００円 ０，０００円を超える場合においては、介護納付金課税額は、１６０，０００円

とする。 とする。

（税額の減額） （税額の減額）

第２２条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課す 第２２条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課す

る国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からアに掲げる額を減 る国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からアに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が６３０，０００円を超える場合には、６３ 額して得た額（当該減額して得た額が６１０，０００円を超える場合には、６１

０，０００円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額 ０，０００円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額

を減額して得た額（当該減額して得た額が１９０，０００円を超える場合には、 を減額して得た額（当該減額して得た額が１９０，０００円を超える場合には、

１９０，０００円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を １９０，０００円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が１７０，０００円を超える場合には、１ 減額して得た額（当該減額して得た額が１６０，０００円を超える場合には、１

７０，０００円）の合算額とする。 ６０，０００円）の合算額とする。
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(1) ～(3) （略） (1) ～(3) （略）
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議案第 ４３号参考資料

川口市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第６３号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（施設） （施設）

第４条 診療保健施設は、次のとおりとする。 第４条 診療保健施設は、次のとおりとする。

名 称 位 置 診 療 科 目 病床数 名 称 位 置 診 療 科 目 病床数

川口市立医 （略） 内科、消化器内科、血液内科、脳神経内 （略） 川口市立医 （略） 内科、消化器内科、血液内科、脳神経内 （略）
療センター 科、呼吸器内科、腎臓内科、糖尿病内分 療センター 科、呼吸器内科、腎臓内科、糖尿病内分

泌内科、循環器科、小児科、精神科、外 泌内科、循環器科、小児科、精神科、外
科、消化器外科、乳腺外科、呼吸器外科、 科、消化器外科、乳腺外科、呼吸器外科、
小児外科、脳神経外科、整形外科、形成 小児外科、脳神経外科、整形外科、形成
外科、心臓血管外科、産婦人科、眼科、 外科、心臓外科 、産婦人科、眼科、
耳鼻咽喉科、皮膚科、泌尿器科、放射線 耳鼻咽喉科、皮膚科、泌尿器科、放射線
科、麻酔科、歯科口腔外科、リハビリテ 科、麻酔科、歯科口腔外科、リハビリテ
ーション科、病理診断科 ーション科、病理診断科

（略） （略）
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議案第 ４４号参考資料

川口市学校給食条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市学校給食条例（平成２２年条例第４２号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（学校給食の実施） （学校給食の実施）

第２条 本市は、法第４条の規定に基づき、川口市立小学校に在学する児童及び川 第２条 本市は、法第４条の規定に基づき、川口市立小学校に在学する児童及び川

口市立中学校（川口市立高等学校附属中学校を除く。）に在学する生徒（以下「 口市立中学校 に在学する生徒（以下「

児童生徒」という。）に対し学校給食を実施する。 児童生徒」という。）に対し学校給食を実施する。
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議案第 ４５号参考資料

川口市建築基準法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市建築基準法等関係事務手数料条例（平成１１年条例第５２号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の規定に基づく認定の申請に （建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の規定に基づく認定の申請に

係る手数料の額等） 係る手数料の額等）

第７条 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下この条において「 第７条 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下この条において「

法」という。）に基づき市長の判定を受けようとする者又は市長に認定の申請を 法」という。）に基づき市長の判定を受けようとする者又は市長に認定の申請を

しようとする者は、次に定めるところにより市に手数料を納付しなければならな しようとする者は、次に定めるところにより市に手数料を納付しなければならな

い。 い。

(1) ・(2) （略） (1) ・(2) （略）

(3) 法第３４条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画（以下 (3) 法第２９条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画（以下

「建築物エネルギー消費性能向上計画」という。）の認定申請手数料（次号に 「建築物エネルギー消費性能向上計画」という。）の認定申請手数料（次号に

規定するものを除く。） 規定するものを除く。）

ア 認定申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が法第３５条第１項各 ア 認定申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が法第３０条第１項各

号に掲げる基準に適合していることを示す規則で定める書類（以下この号及 号に掲げる基準に適合していることを示す規則で定める書類（以下この号及

び第５号において「適合証」という。）が添付されているもの １件につき び第５号において「適合証」という。）が添付されているもの １件につき

１の建築物ごとに、別表第５（ア）の欄に掲げる建築物又は建築物の部分 １の建築物ごとに、別表第５（ア）の欄に掲げる建築物又は建築物の部分

の別及び床面積の合計の区分に応じ、同表（イ）の欄に定める額（同表（ア の別及び床面積の合計の区分に応じ、同表（イ）の欄に定める額（同表（ア

）の欄の２以上の区分に該当する場合にあっては、それらの区分に応じ、そ ）の欄の２以上の区分に該当する場合にあっては、それらの区分に応じ、そ

れぞれ同表（イ）の欄に定める額を合算した額） れぞれ同表（イ）の欄に定める額を合算した額）

イ （略） イ （略）

(4) 前号の認定申請に併せて法第３５条第２項の規定に基づく確認申請書が提出 (4) 前号の認定申請に併せて法第３０条第２項の規定に基づく確認申請書が提出

された場合の認定申請手数料 １件につき 前号の規定により算定した額に、 された場合の認定申請手数料 １件につき 前号の規定により算定した額に、

当該確認申請書に係る法第３５条第２項の審査の内容に応じ第２条第１項第１ 当該確認申請書に係る法第３０条第２項の審査の内容に応じ第２条第１項第１

号から第３号までの規定を適用して算定した額を加算した額 号から第３号までの規定を適用して算定した額を加算した額

(5) 法第３６条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更 (5) 法第３１条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
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認定申請手数料（次号に規定するものを除く。） 認定申請手数料（次号に規定するものを除く。）

ア 適合証が添付されているもの １件につき 次の(ｱ) 及び(ｲ) に掲げる建 ア 適合証が添付されているもの １件につき 次の(ｱ) 及び(ｲ) に掲げる建

築物の区分に応じ、当該(ｱ) 及び(ｲ) に定める額を合算した額 築物の区分に応じ、当該(ｱ) 及び(ｲ) に定める額を合算した額

(ｱ) 法第３４条第３項に規定する申請建築物（以下この号において「申請建 (ｱ) 法第２９条第３項に規定する申請建築物（以下この号において「申請建

築物」という。）及び変更前の建築物エネルギー消費性能向上計画に他の 築物」という。）及び変更前の建築物エネルギー消費性能向上計画に他の

建築物（同項に規定する他の建築物をいう。以下この号において同じ。） 建築物（同項に規定する他の建築物をいう。以下この号において同じ。）

として記載されている建築物であって変更をしようとするもの １の建築 として記載されている建築物であって変更をしようとするもの １の建築

物ごとに、別表第５（ア）の欄に掲げる建築物又は建築物の部分の別及び 物ごとに、別表第５（ア）の欄に掲げる建築物又は建築物の部分の別及び

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同表（イ）の欄に定める額に２分の 床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同表（イ）の欄に定める額に２分の

１を乗じて得た額（同表（ア）の欄の２以上の区分に該当する場合にあっ １を乗じて得た額（同表（ア）の欄の２以上の区分に該当する場合にあっ

ては、それらの区分に応じ、それぞれ同表（イ）の欄に定める額にそれぞ ては、それらの区分に応じ、それぞれ同表（イ）の欄に定める額にそれぞ

れ２分の１を乗じて得た額を合算した額） れ２分の１を乗じて得た額を合算した額）

(ｲ) （略） (ｲ) （略）

イ （略） イ （略）

(6) 前号の変更認定申請に併せて確認申請書が提出された場合の変更認定申請手 (6) 前号の変更認定申請に併せて確認申請書が提出された場合の変更認定申請手

数料 １件につき 前号の規定により算定した額に、当該確認申請書に係る法 数料 １件につき 前号の規定により算定した額に、当該確認申請書に係る法

第３６条第２項において準用する法第３５条第２項の審査の内容に応じ第２条 第３１条第２項において準用する法第３０条第２項の審査の内容に応じ第２条

第１項第１号から第３号までの規定を適用して算定した額を加算した額 第１項第１号から第３号までの規定を適用して算定した額を加算した額

(7) 法第４１条第１項の規定に基づく建築物のエネルギー消費性能に係る認定申 (7) 法第３６条第１項の規定に基づく建築物のエネルギー消費性能に係る認定申

請手数料 請手数料

ア 認定申請に係る建築物が法第２条第１項第３号に規定する建築物エネルギ ア 認定申請に係る建築物が法第２条第３号 に規定する建築物エネルギ

ー消費性能基準に適合していることを示す規則で定める書類（以下この号に ー消費性能基準に適合していることを示す規則で定める書類（以下この号に

おいて「適合証」という。）が添付されているもの １件につき 別表第５ おいて「適合証」という。）が添付されているもの １件につき 別表第５

（ア）の欄に掲げる建築物又は建築物の部分の別及び床面積の合計の区分に （ア）の欄に掲げる建築物又は建築物の部分の別及び床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同表（イ）の欄に定める額（同表（ア）の欄の２以上の区分 応じ、それぞれ同表（イ）の欄に定める額（同表（ア）の欄の２以上の区分

に該当する場合にあっては、それらの区分に応じ、それぞれ同表（イ）の欄 に該当する場合にあっては、それらの区分に応じ、それぞれ同表（イ）の欄

に定める額を合算した額） に定める額を合算した額）

イ （略） イ （略）

２ 前項第１号から第３号まで、第５号及び第７号に規定する床面積の合計は、住 ２ 前項第１号から第３号まで、第５号及び第７号に規定する床面積の合計は、住

宅用途を含む建築物の住宅部分の手数料の額の算定にあっては当該申請に係る住 宅用途を含む建築物の住宅部分の手数料の額の算定にあっては当該申請に係る住
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宅部分の床面積の合計（同項第３号、第５号及び第７号に規定する床面積の合計 宅部分の床面積の合計（同項第３号、第５号及び第７号に規定する床面積の合計

にあっては、省令第４条第３項第２号の規定により設計一次エネルギー消費量を にあっては、省令第４条第３項第２号の規定により設計一次エネルギー消費量を

算出した建築物の共用部分の床面積を除く。）と、非住宅用途を含む建築物の非 算出した建築物の共用部分の床面積を除く。）と、非住宅用途を含む建築物の非

住宅部分の手数料の額の算定にあっては当該申請に係る非住宅部分の床面積の合 住宅部分の手数料の額の算定にあっては当該申請に係る非住宅部分の床面積の合

計（前項第３号、第５号及び第７号に規定する床面積の合計にあっては、省令第 計（同項第３号、第５号及び第７号に規定する床面積の合計にあっては、省令第

４条第３項第２号の規定により設計一次エネルギー消費量を算出した建築物の共 ４条第３項第２号の規定により設計一次エネルギー消費量を算出した建築物の共

用部分の床面積を除く。）（前項第１号及び第２号に規定する床面積の合計にあ 用部分の床面積を除く。）（前項第１号及び第２号に規定する床面積の合計にあ

っては、市長が別に定める部分を除く。）とする。 っては、市長が別に定める部分を除く。）とする。

（道路位置指定図面及び建築計画概要書等の写しの交付申請に係る手数料の額等 （道路位置指定図面及び建築計画概要書等の写しの交付申請に係る手数料の額等

） ）

第９条 （略） 第９条 （略）

２ 建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１１条の３第１項に規 ２ 建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１１条の４第１項に規

定する建築計画概要書（当該建築計画に係る同項に規定する処分等概要書を含む。 定する建築計画概要書（当該建築計画に係る同項に規定する処分等概要書を含む。

）、築造計画概要書（当該築造計画に係る同項に規定する処分等概要書を含む。 ）、築造計画概要書（当該築造計画に係る同項に規定する処分等概要書を含む。

）、定期調査報告概要書、定期検査報告概要書又は全体計画概要書の写しの交付 ）、定期調査報告概要書、定期検査報告概要書又は全体計画概要書の写しの交付

を市長に申請しようとする者は、それぞれ１件につき４００円の手数料を市に納 を市長に申請しようとする者は、それぞれ１件につき４００円の手数料を市に納

付しなければならない。 付しなければならない。

別表第３（第６条関係） 別表第３（第６条関係）

（ア） （ア）

（イ） （イ）
建築物又は建築物の部 申請住戸数又は床面積の合計 建築物又は建築物の部 申請住戸数又は床面積の合計
分の別 分の別

（略） （略）

住宅用途を含む建築物 ３００平方メートル以内の場 １０，０００円 住宅用途を含む建築物 ３００平方メートル以内の場 １０，０００円
の住戸部分を除く部分 合 の住戸部分を除く部分 合
及び住宅用途を含まな 及び住宅用途を含まな
い建築物 ３００平方メートルを超え、 １９，０００円 い建築物 ３００平方メートルを超え、 ３１，０００円

１，０００平方メートル以内 ２，０００平方メートル以内
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の場合 の場合

１，０００平方メートルを超 ３１，０００円 （略）
え、２，０００平方メートル
以内の場合

（略）

別表第４（第６条関係） 別表第４（第６条関係）

（ア） （ア）

（イ） （ウ） （イ） （ウ）
建築物又は建築 申請住戸数又は床面 建築物又は建築 申請住戸数又は床面

物の部分の別 積の合計 物の部分の別 積の合計

（略） （略）

共同住宅の共用 ３００平方メートル １１１，０００円 共同住宅の共用 ３００平方メートル １１１，０００円

部分 以内の場合 部分 以内の場合

３００平方メートル １４５，０００円 ３００平方メートル １９２，０００円

を超え、１，０００ を超え、２，０００

平方メートル以内の 平方メートル以内の

場合 場合

１，０００平方メー １９２，０００円 （略）

トルを超え、２，０

００平方メートル以

内の場合

（略）

住宅用途を含む ３００平方メートル ２５０，０００円 １０２，０００円 住宅用途を含む ３００平方メートル ２５０，０００円 １０２，０００円

建築物の住戸部 以内の場合 建築物の住戸部 以内の場合

分及び共用部分 分及び共用部分

を除く部分並び ３００平方メートル ３１７，０００円 １３０，０００円 を除く部分並び ３００平方メートル ４１２，０００円 １７１，０００円

に住宅用途を含 を超え、１，０００ に住宅用途を含 を超え、２，０００

まない建築物 平方メートル以内の まない建築物 平方メートル以内の

場合 場合
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１，０００平方メー ４１２，０００円 １７１，０００円 （略）

トルを超え、２，０

００平方メートル以

内の場合

（略）

別表第４の２（第７条関係） 別表第４の２（第７条関係）

（ア） （ア）
（イ） （イ）

省令の基準 床面積の合計 省令の基準 床面積の合計

省令第１条第１項第 ３００平方メートル未満の場合 ２５０，０００円 省令第１条第１項第 ３００平方メートル未満の場合 ２５０，０００円
１号イに定める基準 １号イに定める基準
に適合する場合 ３００平方メートル以上１，００ ３１７，０００円 に適合する場合 ３００平方メートル以上２，００ ４１２，０００円

０平方メートル未満の場合 ０平方メートル未満の場合

１，０００平方メートル以上２， ４１２，０００円 （略）
０００平方メートル未満の場合

（略）

省令第１条第１項第 ３００平方メートル未満の場合 １０２，０００円 省令第１条第１項第 ３００平方メートル未満の場合 １０２，０００円
１号ロに定める基準 １号ロに定める基準
に適合する場合 ３００平方メートル以上１，００ １３０，０００円 に適合する場合 ３００平方メートル以上２，００ １７１，０００円

０平方メートル未満の場合 ０平方メートル未満の場合

１，０００平方メートル以上２， １７１，０００円 （略）
０００平方メートル未満の場合

（略）

別表第４の３（第７条関係） 別表第４の３（第７条関係）

（ア） （ア）
（イ） （イ）
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床面積の合計 床面積の合計

（略） （略）

３００平方メートル以上１，０００平 １９，０００円 ３００平方メートル以上２，０００平 ３１，０００円
方メートル未満の場合 方メートル未満の場合

１，０００平方メートル以上２，００ ３１，０００円 （略）
０平方メートル未満の場合

（略）

別表第５（第７条関係） 別表第５（第７条関係）

（ア） （ア）
（イ） （イ）

建築物又は建築物の部分の別 床面積の合計 建築物又は建築物の部分の別 床面積の合計

（略） （略）

非住宅用途を含む建築物の非 ３００平方メートル未満 １０，０００円 非住宅用途を含む建築物の非 ３００平方メートル未満 １０，０００円
住宅部分 の場合 住宅部分 の場合

３００平方メートル以上 １９，０００円 ３００平方メートル以上 ３１，０００円
１，０００平方メートル ２，０００平方メートル
未満の場合 未満の場合

１，０００平方メートル ３１，０００円 （略）
以上２，０００平方メー
トル未満の場合

（略）

別表第６（第７条関係） 別表第６（第７条関係）

（ア） （ア）

建築物又は建 （イ） 建築物又は建 （イ）
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省令の基準 築物の部分の 床面積の合計 省令の基準 築物の部分の 床面積の合計
別 別

（略） （略）

省令第１０条 非住宅用途を ３００平方メートル未満 ２５０，０００円 省令第１０条 非住宅用途を ３００平方メートル未満 ２５０，０００円
第１号イ(1) 含む建築物の の場合 第１号イ(1) 含む建築物の の場合
及びロ(1) に 非住宅部分 及びロ(1) に 非住宅部分
定める基準に ３００平方メートル以上 ３１７，０００円 定める基準に ３００平方メートル以上 ４１２，０００円
適合する場合 １，０００平方メートル 適合する場合 ２，０００平方メートル

未満の場合 未満の場合

１，０００平方メートル ４１２，０００円 （略）
以上２，０００平方メー
トル未満の場合

（略）

省令第１０条 非住宅用途を ３００平方メートル未満 １０２，０００円 省令第１０条 非住宅用途を ３００平方メートル未満 １０２，０００円
第１号イ(2) 含む建築物の の場合 第１号イ(2) 含む建築物の の場合
及びロ(2) に 非住宅部分 及びロ(2) に 非住宅部分
定める基準に ３００平方メートル以上 １３０，０００円 定める基準に ３００平方メートル以上 １７１，０００円
適合する場合 １，０００平方メートル 適合する場合 ２，０００平方メートル

未満の場合 未満の場合

１，０００平方メートル １７１，０００円 （略）
以上２，０００平方メー
トル未満の場合

（略）

別表第７（第７条関係） 別表第７（第７条関係）

（ア） （ア）

建築物又は建 （イ） 建築物又は建 （イ）
省令の基準 築物の部分の 床面積の合計 省令の基準 築物の部分の 床面積の合計

別 別
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（略） （略）

省令第１条第 非住宅用途を ３００平方メートル未満 ２５０，０００円 省令第１条第 非住宅用途を ３００平方メートル未満 ２５０，０００円
１項第１号イ 含む建築物の の場合 １項第１号イ 含む建築物の の場合
に定める基準 非住宅部分 に定める基準 非住宅部分
に適合する場 ３００平方メートル以上 ３１７，０００円 に適合する場 ３００平方メートル以上 ４１２，０００円
合 １，０００平方メートル 合 ２，０００平方メートル

未満の場合 未満の場合

１，０００平方メートル ４１２，０００円 （略）
以上２，０００平方メー
トル未満の場合

（略）

省令第１条第 非住宅用途を ３００平方メートル未満 １０２，０００円 省令第１条第 非住宅用途を ３００平方メートル未満 １０２，０００円
１項第１号ロ 含む建築物の の場合 １項第１号ロ 含む建築物の の場合
に定める基準 非住宅部分 に定める基準 非住宅部分
に適合する場 ３００平方メートル以上 １３０，０００円 に適合する場 ３００平方メートル以上 １７１，０００円
合 １，０００平方メートル 合 ２，０００平方メートル

未満の場合 未満の場合

１，０００平方メートル １７１，０００円 （略）
以上２，０００平方メー
トル未満の場合

（略）
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議案第 ４６号参考資料

川口市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第６１号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（経営の基本） （経営の基本）

第３条 （略） 第３条 （略）

２ 水道事業の経営の規模は、次のとおりとする。 ２ 水道事業の経営の規模は、次のとおりとする。

(1) （略） (1) （略）

(2) 給水人口は、６３７，９００人とする。 (2) 給水人口は、６１１，７００人とする。

(3) １日最大給水量は、１９５，６００立方メートルとする。 (3) １日最大給水量は、１９２，７００立方メートルとする。

３ （略） ３ （略）
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